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R8.2.18 

岡山県看護協会事業継続計画 

 

第１ 岡山県看護協会事業継続計画（BCP）の基本的な考え方 

１ 事業継続計画の目的 

公益社団法人岡山県看護協会は、人間の尊厳と権利を尊重し県民の健康と福祉に寄与する

ことを理念とし、保健師、助産師、看護師及び准看護師が教育と研鑽に根差した専門性に基

づき、看護の質の向上を図るとともに、安心して働き続けられる環境づくりを推進し、あわ

せて人々のニーズに応える看護領域の開発・展開を図ることにより、人々の健康な生活の実

現に寄与することを目的として活動している。このため、大規模地震等が発生した場合にお

いてもその機能を維持し、災害支援活動など社会から必要とされる事業を適切に実施、継続

することをこの計画の目的とする。 

２ 事業継続計画の位置づけ 

事業継続計画（以下「ＢＣＰ」という。）は、発災後約3日目以降の業務復旧及び事業継続

（優先業務の明確化、各業務の復旧目安となる行動計画、すみやかな業務の復旧による事業

継続）をとりまとめたものである。 

 ３ ＢＣＰのねらい 

ＢＣＰを策定し実行することによって、執行体制や対応手順が明確になり、発災後の混乱

した状況下でも、本会が機能不全になることを避け、早期に優先業務を開始させる。また、

その他の業務の復旧や事業の継続が可能となることで、業務レベルの維持・向上が図られる

といった効果を得ることができる。 

 ４ 危機対策本部の組織体制 

   危機発生時又は発生が予想される時は、健康危機支援に迅速に対応するため、危機対策本

部を設置し支援活動を行う。 

  ① 本部長は会長、副本部長は専務理事、本部員は常務理事、事務局長並びに本部長が指名

する役職員等とする。 

  ② 危機対策本部は、必要に応じて次の班を設置し、班長は本部員をもって充てる。 

ア 情報管理班 

・班長：専務理事 

・健康危機に関する情報の収集、調整、提供を迅速に行う。 

・情報提供にあたっては、正確かつ効果的な広報に努める。 

イ 派遣調整班 

・班長：常務理事（事業担当） 

・災害支援ナースの派遣要請に基づき、必要な連絡・調整を行い、派遣チームを編成す

る。 

・支援活動のオリエンテーションからバックアップ、報告のまとめ等を行う。 

ウ 連絡調整班 

・班長：常務理事（教育担当） 
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・支援活動を円滑に行うために、県、市町村、関係団体、関係職種との連絡調整を行う。 

エ 総務・物資調達班 

・班長：事務局長 

・対策本部の庶務を担当し、情報管理班、派遣調整班、連絡調整班の責任者と連携を密

にし、支援活動の体制を整備する。 

・支援活動に必要な物資の調達、管理を行う。 

オ 危機対策本部の庶務は、事務局総務会計係が担当する。 

５ BCPの基本方針 

  本会は、自らが被災する大規模地震発生時等においても、人々の健康な生活の実現に寄

与するために本会活動を維持することが重要です。そのため、下記の４つの基本方針に基

づき策定したBCPにより、事業の早期復旧・再開に取り組む。 

 ① 役職員等の安全確保を図る。 

  ア 発災直後に引き続き、役職員等の安全確保を図る。 

   ・役職員は、二次被害防止と被害軽減のために必要・適切な措置を行いながら、危機

対策本部からの指示を待つ。 

     ・役職員は帰宅ルートの安全が確認されるまで各事務所で待機し、帰宅可能な状況に

なった場合は分散帰宅を行う。 

   ・危機対策本部を速やかに設置し、安否確認と情報収集に努め、役職員等に対し必要

な指示を出す。 

  イ 人員が不足する際は、非常時優先業務の遂行に当たり部門間の調整を行う。 

   ・非常時優先業務を迅速かつ確実に遂行するためには、その業務に従事する職員の安

否や参集可否、参集に要する時間などの情報をいち早く把握する。 

   ・どのような状況下においても、確実に実施できる体制を構築する。 

 ② 施設内における二次被害の発生を防止する。 

  ア 速やかに復旧可能な体制を整備し、二次被害が発生することがないよう努める。 

   ・復旧可能な設備の対応と危険箇所の立入制限等を行う。 

  イ 本会の被災状況、活動開始の目途、連絡手段等を関係者に報告する。 

   ・施設・設備の点検結果を踏まえ、非常時優先業務の実施の可否や時期、条件等につ

いて危機対策本部に報告する。 

   ・非常時優先業務の実施に必要な物資の確保と執務環境の整備を行う。 

 ③ 速やかな本会機能の確保・早期復旧を図る。 

  ア ライフラインの利用可能状況等を確認する。 

   ・ライフラインの状態、復旧見込み等を確認し、危機対策本部へ報告する。 

   ・電力、水道、空調、エレベーター等の応急復旧に努めた後、速やかに正常な状態に

戻すための対策を行う。 

  イ 被災後の安全を確認し、立入が危険でなくなったことを確認した後に、情報システ

ム機器の状況を確認する。 

 ④ 人々の生命や暮らしを守るために活動を開始する。 
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  ア 着手すべき非常時優先業務を時系列で選定しておき、その計画に則り活動を開始す

る。 

   ・特に重要な業務を非常時優先業務として選定し、限られた人的・物的資源を集中的

に投入する。 

  イ 災害支援ナースの派遣など、被災者支援に直結する活動を開始する。 

   ・厚生労働省から発出された「災害支援ナース活動要領」、岡山県との「災害支援ナ

ース派遣調整事業契約書」、日本看護協会との「災害支援ナースの派遣に関する協

定書」に基づく活動を開始する。 

   ・災害支援ナース派遣調整業務を行うために必要となる間接的な業務を開始する。 

 

第２ 非常時優先業務と行動計画 

 １ 非常時優先業務の選定 

   大規模地震等の災害が発生し、人的・物的資源等の制約を伴う状況下でも、業務継続

を図るために必要となる優先的に行う業務を「非常時優先業務」という。 

   本会の非常時優先業務を選定するあたり、①非常時優先業務の選定基準、②本BCPにお

ける被害想定、③本BCPにおける職員参集の目安を設定する。 

  ① 非常時優先業務の選定基準 

   ・７日以内 出勤人数・割合に関わらず、必ずやらなければならない業務 

    ・災害支援ナースの派遣調整業務及び間接的な被災者支援業務 

    ・建物のインフラ整備や情報機器関係の点検及び復旧 

    ・対外的な情報発信 

   ・２週間以内 平常時に実施している通常業務のうち、その業務を停止した場合に 

          本会や関係機関に不利益を及ぼす恐れのある優先度の高い業務 

   ・１か月以内 その他の優先度の高い業務 

          毎月実施している定期的な通常業務 

   ・発災時期によって期日が迫る業務にあっては、危機対策本部にて判断する。 

  ② 本BCPにおける被害想定 

    本会が甚大な被害を受ける全災害を想定する必要があるが、特に岡山市平野部で震

度６強の揺れが発生する見込みの南海トラフ巨大地震の発生を最大被害と想定する。

また、発生時刻は、職員の確保がより困難と想定され、被害が大きくなる「休日の冬・

夕方１８時」とする。 

    看護会館及び看護研修センターは、昭和56年以降の新耐震基準に適合した建物で、

震度６程度の大規模な地震でも、建物にひび割れ等は発生するが、倒壊や大規模な損

傷を受けないものと考えられる。 

    また、電力は停電、水道は断水するなど、下水道、通信、道路、鉄道などのインフ

ラ設備は大きな被害を受け、復旧まで相当の時間を要するものと考えられる。 

  ③ 本BCPにおける職員参集の目安 

    役職員は、自身と家族、家屋の安全を確保したうえで交通ルートの危険個所を避け
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参集する。その際、夜間や悪天候時、余震頻発時には安全確保を優先し、無理な移動は

行わない。 

参集率の目安 

時 間 区 分 参 集 率 の 目 安 

３日 25％ 

７日 50％ 

２週間 70％ 

１か月 90％ 

 

 ２ 行動計画 

  ① 発災に伴う応急復旧及び７日以内の非常時優先業務 

   ・７日以内 出勤人数・割合に関わらず、必ずやらなければならない業務 

    ・災害支援ナースの派遣調整業務及び間接的な被災者支援業務 

    ・建物のインフラ整備や情報機器関係の点検及び復旧 

    ・対外的な情報発信 

   発災に伴う応急復旧及び７日以内の非常時優先業務 

出勤人数・割合に

関わらず、必ずや

らなければなら

ない業務 

非常時優先業務 

目標対応時間 〇：着手 ⇒：継続 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

７

日

以

内 

２

週

間

以

内 

１

か

月

以

内 

１

か

月

以

降 

危

機

対

策

本

部

判

断 

危機対策本部の

業務 

危機対策本部の設置及び運営に関すること 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

危機対策本部に設置する班に関すること 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

情報収集（安否確認を含む）・分析及び危機対応の決定に関すること 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

関係部署への指示、必要な情報収集に関すること 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

看護職・会員等に対する適切な情報提供に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

関係機関との連絡調整に関すること（岡山県、日本看護協会等）  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

必要に応じた県民への広報活動の実施に関すること       〇 

危機管理の経過等についての理事会等への報告に関すること       〇 

その他本部長が必要と認めること。       〇 

災害支援ナース

の派遣調整業務

及び間接的な被

災地支援業務 

災害支援ナースの派遣調整に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

被災地（現地）への支援要員・物資輸送等に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

被災地（当地）への支援要員・物資受入等に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

災害支援ナース派遣に必要な物資（PPEなど）の確保・調整  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  
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建物のインフラ

整備や情報機器

関係の点検及び

復旧 

施設・設備の被害調査、設備停止箇所の確認・復旧、専門業者への依

頼 

〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

敷地内及び周辺の公共インフラ等の被害調査 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

来所者向け避難所の情報提供、地域・行政への協力等 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

来所者への周知（電気、水道、トイレの使用など） 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

清掃、点検、各種メンテナンスの実施予定の変更  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

ネットワークの疎通確認、復旧（インターネット、LAN、Wi-fi） 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

システム稼働状況の確認、復旧 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

電話・FAXの疎通確認、復旧 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

復旧不可の場合は代替機機・サービス等の手配 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

対外的な情報発

信 

公式ホームページ、SNS等による情報発信  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

メディア対応  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

 

  ② 通常業務から選定された非常時優先業務 

   ・２週間以内 平常時に実施している通常業務のうち、その業務を停止した場合に、

本会や関係機関に不利益を及ぼすおそれのある優先度の高い業務 

   ・１か月以内 その他の優先度の高い業務 

          毎月実施している定期的な通常業務のうち優先度の高い業務 

    ※発災時期によって期日が迫る業務については、危機対策本部で判断する。 

   通常業務から選定された非常時優先業務 

事  業 非常時優先業務 

目標対応時間 〇：着手 ⇒：継続 

1日

以

内 

3日

以

内 

7日

以

内 

2週

間

以

内 

1か

月

以

内 

1か

月

以

降 

危

機

対

策

本

部

判

断 

総務関係の統括に関す

ること 

事務局の総括に関すること 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

公益法人事務に関すること    〇 ⇒ ⇒  

公印の管理に関すること   〇 ⇒ ⇒ ⇒  

行政機関との連絡に関すること 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

会館建物の維持管理に関すること 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

渉外に関すること 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

総会事務に関すること    〇 ⇒ ⇒  

理事会、会長・副会長会議及び常務会議事務に関すること    〇 ⇒ ⇒  
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総務関係の統括に関す

ること 

役員・支部長・委員長及び三職能施設代表者会議等に関すること    〇 ⇒ ⇒  

推薦委員会事務に関すること    〇 ⇒ ⇒  

ハラスメント委員会事務に関すること     〇 ⇒  

表彰、栄典、褒章及び儀式に関すること    〇 ⇒ ⇒  

庶務（役員の秘書を含む）に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

日本看護協会との連絡調整（教育・研修関係を除く）に関すること 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

会員入退会事務に関すること   〇 ⇒ ⇒ ⇒  

全体発送（ホームページ掲載）の総括に関すること     〇 ⇒  

文書の受発管理に関すること    〇 ⇒ ⇒  

会館・研修センターの貸与に関すること   〇 ⇒ ⇒ ⇒  

個人会員の集いに関すること      〇  

駐車場運営に関すること   〇 ⇒ ⇒ ⇒  

危機管理対策会議に関すること 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

行事案内ディスプレイ管理に関すること      〇  

業務継続計画（BCP）の策定に関すること      〇  

人事に関すること 

職員の人事管理及び労務管理に関すること 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

役職員の給与及び福利厚生に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

会計関係の統括に関す

ること 

契約事務に関すること   〇 ⇒ ⇒ ⇒  

予算、決算事務に関すること   〇 ⇒ ⇒ ⇒  

監査に関すること    〇 ⇒ ⇒  

会計事務の総括に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

協会本部の金銭の出納及び保管に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

協会本部の経理事務に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

財務会計・固定資産管理システムに関すること   〇 ⇒ ⇒ ⇒  

資産、備品（PCを含む）及び物品の管理に関すること    〇 ⇒ ⇒  

郵券管理に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

事業に関すること 

日本看護協会教育事業、看護の普及啓発事業助成金事務に関するこ

と 

  〇 ⇒ ⇒ ⇒  

支部活動に関すること   〇 ⇒ ⇒ ⇒  

保健師・助産師・看護師職能委員会事務に関すること   〇 ⇒ ⇒ ⇒  

委員会委員・支部長の委嘱に関すること    〇 ⇒ ⇒  

看護連盟との合同会議及び研修に関すること      〇  

健康危機対策支援委員会事務に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

新型コロナウイルス感染症対策事業に関すること      〇  

高病原性鳥インフルエンザ防疫作業従事者の健康管理事業に関する

こと 

     〇  

社会経済福祉委員会事務に関すること     〇 ⇒  
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事業に関すること 

就労環境改善研修事業事務に関すること     〇 ⇒  

事業委員会事務に関すること     〇 ⇒  

看護の日・看護週間の事業に関すること     〇 ⇒  

まちの保健室事業に関すること      〇  

地域での応援出前講座に関すること      〇  

機械器具の貸出に関すること      〇  

小児救急医療適正受診啓発事業に関すること     〇 ⇒  

労働と看護の質向上のためのデータベース(DiNQL)に関すること      〇  

他の所管に属さない統計調査に関すること      〇  

地域包括ケア推進室の委託事業及び補助事業に関すること    〇 ⇒ ⇒  

在宅支援推進委員会事務に関すること    〇 ⇒ ⇒  

施設間研修事業に関すること    〇 ⇒ ⇒  

看護職員出向・交流研修事業に関すること    〇 ⇒ ⇒  

訪問看護総合支援センター事業に関すること    〇 ⇒ ⇒  

訪問看護ステーション連絡協議会との連携調整に関すること 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

広報に関すること 

広聴広報に関すること   〇 ⇒ ⇒ ⇒  

広報委員会事務に関すること     〇 ⇒  

広報誌の発行に関すること      〇  

ホームページ作成の総括に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

研修センターにおける

研修事業に関すること 

研修センターの総括に関すること 〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

学会委員会に関すること     〇 ⇒  

岡山県看護学会に関すること      〇  

看護研究倫理審査委員会に関すること      〇  

看護師の特定行為研修修了者養成促進事業・交流会に関すること      〇  

高齢者施設の看護職のための感染症対策リーダー育成事業     〇   

看護補助者を対象とした標準研修に関すること     〇 ⇒  

新卒新人会員研修に関すること      〇  

看護研究の実践研修に関すること     〇 ⇒  

実習指導者講習会に関すること     〇 ⇒  

喀痰吸引等指導者研修に関すること      〇  

喀痰吸引等指導者研修委員会に関すること      〇  

看護補助者活用に関する看護管理者研修に関すること      〇  

外来における在宅療養支援能力向上のための研修に関すること     〇 ⇒  

一般研修に関すること   〇 ⇒ ⇒ ⇒  

看護師等就労促進・ﾅｰｽｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ推進事業に関すること      〇  

入退院支援者研修に関すること     〇 ⇒  

看護師学校養成所（２年課程）説明会に関すること      〇  
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研修センターにおける

研修事業に関すること 

看護教員継続研修に関すること      〇  

教育委員会に関すること    〇 ⇒ ⇒  

新人看護職員研修責任者研修に関すること      〇  

新人看護職員教育担当者研修に関すること      〇  

新人看護職員実地指導者研修に関すること      〇  

新人助産師合同研修に関すること     〇 ⇒  

医療安全管理者要請研修に関すること     〇 ⇒  

ＫＹＴ出前講座事業に関すること      〇  

医療・看護安全対策委員会に関すること     〇 ⇒  

特定分野における保健師助産師看護師実習指導者講習会に関するこ

と 

    〇 ⇒  

認知症高齢者の看護実践に必要な知識の研修に関すること      〇  

認知症対応力向上研修に関すること      〇  

認定看護管理者教育課程ファーストレベルに関すること     〇 ⇒  

認定看護管理者教育課程セカンドレベルに関すること     〇 ⇒  

認定看護管理者教育課程サードレベルに関すること     〇 ⇒  

認定看護管理者教育課程運営委員会に関すること     〇 ⇒  

認定看護管理者教育課程研修の運営に関すること。     〇 ⇒  

ＮＣＣＳの更新に関すること      〇  

研修申込みに関すること（受付、受講票発行、問い合わせ）  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

受講者管理に関すること（出欠確認、受講履歴管理）      〇  

講師依頼、講師記録の管理に関すること    〇 ⇒ ⇒  

研修アンケートに関すること      〇  

研修受付に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

教育・研修・学会冊子作成に関すること      〇  

認定看護管理者教育課程運営補助に関すること      〇  

研修センターの全体発送に関すること     〇 ⇒  

教育・研修実施録作成に関すること      〇  

受講証明書・領収書等の発行に関すること      〇  

ホームページ作成に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

研修資料の印刷に関すること      〇  

図書室の運営管理に関すること      〇  

受講料に関すること（入金確認、督促）     〇 ⇒  

案内ディスプレイ、案内表示の作成管理に関すること      〇  

講師接待に関すること（控室管理、食事手配）     〇 ⇒  

駐車場運営に関すること   〇 ⇒ ⇒ →s  

研修センターの会計事務に関すること   〇 ⇒ ⇒ ⇒  
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研修センターにおける

研修事業に関すること 

研修センターの維持管理及び物品管理に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

ＡＶ・ＯＡ機器の管理に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

オンライン研修に関すること   〇 ⇒ ⇒ ⇒  

委託事業及び補助金事業事務に関すること    〇 ⇒ ⇒  

支部研修の講師の調整に関すること     〇 ⇒  

研修センターの庶務に関すること      〇  

研修管理システム・マナブルの運営に関すること   〇 ⇒ ⇒ ⇒  

ナースセンターにおけ

る看護職員確保対策に

関すること 

ナースセンターの総括に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

中央ナースセンターとの連携に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

看護職員確保対策協議会、就業協力員連絡会議及び事業に関するこ

と 

     〇  

ハローワークとの連携事業に関すること      〇  

ハローワークでの移動相談に関すること     〇 ⇒  

ハローワークへ提出する紹介証明書の交付に関すること      〇  

福祉人材確保協議会との連携及び情報把握に関すること      〇  

ナースセンター委員会に関すること      〇  

事業報告及び事業計画に関すること      〇  

看護の出前講座に関すること      〇  

届出制度の普及促進「とどけるん」からの情報発信に関すること      〇  

ナースセンターの広報に関すること      〇  

求人施設訪問に関すること      〇  

就業相談員研修に関すること      〇  

ナースセンター機能強化に関すること      〇  

出張就業相談・看護技術講習会に関すること      〇  

就業相談事業に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

岡山生き活きプラチナナース事業に関すること      〇  

中山間地域の看護職確保対策に関すること      〇  

eナースセンターへの求人・求職登録に関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

無期雇用就業者の6か月・1年後の就業状況調査に関すること      〇  

未就業者等看護職員就労促進再教育事業に関すること      〇  

子育てナース職場復帰支援事業に関すること      〇  

備品・物品の管理に関すること      〇  

訪問看護師養成講習会に関すること      〇  

こころの健康相談に関すること      〇  

ナースセンターニュース発行に関すること      〇  

病院等で実施する未就業者のための看護技術講習会の支援に関する

こと 

     〇  
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ナースセンターにおけ

る看護職員確保対策に

関すること 

看護進路ガイダンスに関すること      〇  

看護補助者との協働の推進に関すること      〇  

就職ガイドブックに関すること      〇  

ナーシングパスの発行に関すること      〇  

ナースセンターの庶務に関すること      〇  

ナースセンターの会計事務に関すること      〇  

看護職員離職者実態調査に関すること      〇  

ハローワークの求人情報ダウンロードに関すること      〇  

「とどけるん」の登録者に関すること      〇  

ＮＣＣＳの更新等管理に関すること      〇  

県及び理事会への月例就業支援報告に関すること      〇  

ホームページに関すること  〇 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

駐車場運営に関すること      〇  

 

第３ 本ＢＣＰの運用体制の確立、定着活動 

 １ 訓練・研修 

  ① 訓練 

   ア 役職員参集訓練 

     発災を想定した参集訓練を実施し、本会で定める連絡手段による安否確認を行うとと

もに、参集指示・参集状況を危機対策本部へ報告する訓練を実施する。 

   イ 非常時優先業務習熟訓練 

     発災当初の初動対応については、消防計画第４「震災対策」を基に行動を起こす必要

があり、そこから徐々に本ＢＣＰの非常時優先業務に移行する仕組みを構築する。参集

した者は、消防計画、本ＢＣＰに従って行動するため、危機対策本部の立ち上げ、災害

支援ナースの活動支援、情報収集及び各機関等への伝達などの対応を習熟する訓練を実

施する。 

  ② 研修会の実施 

    本会一丸となった災害対応を実施可能とするためには、役職員一人ひとりが災害時に取

るべき対応を具体的にイメージし、当事者意識を持つことが重要である。そのため、発災

時における役職員の態勢、非常時優先業務、災害対応業務の事例等を繰り返し周知し、浸

透させていく必要がある。また、防災に関する有識者等による研修会の開催により、防災

に関する知見を習得できる機会を設けることも有効である。 

 ２ ＢＣＰ構築と策定・改定サイクル 

  ① 非常時優先業務を効果的に遂行するためには、訓練や研修を繰り返し実施することが重

要であり、また、本部、事業所を含めた全体的な認識の共有を図り、本会一丸となった災

害対応を行う意識を醸成することが必要となる。 
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  Ｐｌａｎ（本ＢＣＰを策定・改訂） 

    事業継続のための基本方針の策定、維持、更新を行うため、平常時から危機管理対策会

議を定期的に開催し、検討する。 

  Ｄｏ（ＢＣＰに基づいた訓練の実施） 

    本ＢＣＰ、消防計画を基に、現実に即した実践的な訓練計画を作成し、事前対策の実施、

訓練・研修内容の継続的な見直し・改善を推進する。 

  Ｃｈｅｃｋ（訓練結果から検証） 

    見直しの検討や見出された弱点の解消方策等について危機管理対策会議で協議・調整す

る。 

  Ａｃｔｉｏｎ（見直し内容を訓練・研修で周知） 

    減災に向けた対策に関し、修正・改善内容の周知徹底を図り、今後の新たな取り組みへ

と結びつける。 

 ３ 関連する資料 

  ① 危機管理基本規程 

  ② 消防計画 
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公益社団法人岡山県看護協会危機管理基本規程 

 

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 この規程は、公益社団法人岡山県看護協会（以下「本会」という。）において発生す

る様々な危機に迅速かつ的確に対応するため、本会における危機管理体制、対処方法、その

他基本事項を定めることにより、公益社団法人としての社会的な責任を果たすことを目的と

する。 

（定 義） 

第２条 この規程における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

(1) 「危機」とは、自然災害、火災、感染症、重大事故事件その他何らかの原因により、重

大な被害が生じ又は生じるおそれがある事態をいう。 

(2) 「危機管理」とは、危機による被害を回避又は最小限に抑制するために行う本会のリス

クマネジメントをいう。 

(3) 「危機対応」とは、危機発生時における本会の組織的対応をいう。 

（基本方針） 

第３条 本会における危機管理及び危機対応の基本方針は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1) 危機の未然防止に努める。 

 (2) 生命及び身体の安全確保を最優先する。 

 (3) 各支部から必要な情報を収集する。 

(4) 対応可能な支援を行う。 

(5) 岡山県、市町村、日本看護協会及び関係団体等からの情報収集と連携した支援を行う。 

(6) 本会の財産の保護に努める。 

(7) 本会事業の継続又は速やかな復旧と再開に努める。 

（要領の策定） 

第４条 本会は、危機の原因別に危機管理及び危機対応に関する要領（以下「要領」とい

う。）を策定する。 

２ 要領には次に掲げる事項を規定する。 

 (1) 平時における対応その他の危機管理に関する事項 

 (2) 危機対応に関する事項 

 (3) 危機対策本部組織に関する事項 

 (4) その他担当部署が必要と認める事項 

 

第２章 平常時の対応 

（危機管理対策会議の設置等） 

第５条 平常時から危機管理に関する重要事項を検討するため、危機管理対策会議（以下「対

策会議」という。）を設置する。 

２ 対策会議の構成は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 議長は、会長が務め、対策会議の業務を統括する。 

(2) 副議長は、副会長（第一副会長、第二副会長及び第三副会長）が務め、議長を補佐する

とともに、議長が不在の場合にはその職務を代行する。 

(3) 委員は、専務理事、常務理事、事務局長及び議長が指名する者とする。なお、議長及び

副議長が不在の場合の代行は、専務理事、常務理事の順で執行する。 
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３ 対策会議の業務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 想定される危機への基本的対応の検討 

(2) 要領の策定、見直し、周知に関する事項 

(3) 役職員等の教育、訓練等に関する事項 

(4) その他議長が必要と認める事項 

４ 対策会議の庶務は、事務局事業係が担当する。 

 

第３章 緊急事態への対応 

（危機対策本部の設置等） 

第６条 危機が発生した場合又はその発生が予想される場合には、会長は必要に応じて危機対

策本部を設置する。 

２ 危機対策本部は、招集後直ちに出席可能な者により運営する。 

３ 危機対策本部の解散は、危機の状況に応じて本部長が決定する。 

（危機対策本部の構成等） 

第７条 危機対策本部の構成は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1) 本部長は会長とし、危機対策本部の業務を統括する。 

 (2) 副本部長は専務理事とし、本部長を補佐するとともに、本部長不在の場合にはその職務

を代行する。 

 (3) 本部員は、常務理事、事務局長並びに本部長が指名する役職員等とする。 

 (4) 危機対策本部の庶務は、事務局総務会計係が担当する。 

２ 危機対策本部の業務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1) 情報収集及び分析を行い、危機対応を決定する。 

 (2) 関係部署に指示・命令するとともに、必要な情報を提供する。 

 (3) 関係機関との連絡調整を行う。 

 (4) 看護職、会員に対して適切な情報を提供する。 

 (5) 必要に応じて県民等への広報活動を実施する。 

 (6) 危機対応の経過等について理事会に報告する。 

 (7) その他本部長が必要と認める事項を実施する。 

３ 前項各号に掲げる事項を円滑に処理するため、必要に応じて危機対策本部に班を設置す

る。 

（役職員等への指示及び命令） 

第８条 危機対策本部は、危機対応に関して役職員に指示及び命令することができる。 

２ 危機対策本部から指示又は命令が出されたときは、役職員は当該指示又は命令を最優先と

して行動しなければならない。 

（手続き等に関する特例） 

第９条 特に緊急性が高い危機においては、危機対策本部は本会規則等により定められた所定

の手続き等を省略することができる。 

（危機対応の記録） 

第10条 危機対策本部庶務担当は、危機対応の経過等を記録し、後日の分析および評価に活用

する。 

 

第４章 雑 則 

（緊急連絡網の整備） 

第11条 事務局は、危機の発生に備えて最新の緊急時連絡網を整備し、役職員等に周知徹底し
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なければならない。 

（規程の変更） 

第12条 この規程は、理事会の承認を経て変更することができる。 

 

附 則 

 この規程は、令和 3年 4月 1日から施行する。 
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岡山県看護協会消防計画（抜粋） 

 

第１ 総 則 

１ 目 的 

この計画は、消防法第 8 条第 1 項及び第 36 条の規定に基づき、公益社団法人岡山県看護

協会（以下「本会」という。）の防火・防災管理について必要事項を定め、火災、地震、その

他の災害の予防と人命の安全、被害の軽減、二次的災害発生の防止を図ることを目的とする。 

２ 適用範囲 

この計画に定めた事項については、次のものに適用する。 

(1) 本会に勤務し、又は出入りするすべての者 

(2) 防火・防災管理業務の一部を受託している者 

  (3) 岡山県看護会館及び岡山県看護研修センター建物及び敷地内すべての場所 

３ 防火・防災管理業務の一部委託 

  防火・防災管理業務を補うため、その一部を委託する。 

  (1) 委託者からの指揮命令 

委託を受けて防火・防災管理業務に従事する者は、この計画の定めるところにより、管

理権原者・防火管理者・自衛消防隊長等の指示・指揮命令の下に適正に業務を実施するも

のとする。 

  (2) 委託者への報告 

    受託者は、受託した防火・防災管理業務について、定期に防火・防災管理者に報告を行

う。 

(3) 防火・防災管理業務の委託状況 

   ① 夜間・休日で建物内が無人となるときは、遠隔移報方式で次の警備会社に委託する。 

平日…セコム（株）岡山統括支社 ☎086-224-0301 

     夜間・休日…セコムコントロールセンター ☎082-262-7546 

   ② 受託警備会社は、異常発生を受信したときは速やかに消防署に通報するとともに、そ

の旨を本会の緊急連絡者に連絡のうえ、出動して適宜対処する。 

セコム（株）⇒第１連絡者 ●● ●●（✆●●●-●●●●-●●●●） 

第２連絡者 ●● ●●（✆●●●-●●●●-●●●●） 

第３連絡者 ●● ●●（✆●●●-●●●●-●●●●） 

注）緊急連絡を受けた連絡者は、別紙１（緊急連絡網）に基づいて連絡を行い、必要

に応じてすみやかに出動する。 

４ 管理権原者及び防火管理者の業務と権限 

  (1) 管理権原者 

    管理権原者は会長とし、指揮監督する。また、防火・防災管理業務を適正に遂行するた

め、防火管理者を選任し、防火・防災管理業務を行わせなければならない。 

  (2) 防火管理者 

    防火管理者は事務局総務会計係長とし、次の業務を行う。 

① 消防計画の作成、変更 

② 消防、通報、避難訓練の計画及び実施 

③ 建物、構築物、火気使用設備器具、消防用設備等の点検・立会い 

④ 設備使用、火気使用又は取扱に関する指導監督 

⑤ 避難又は防火設備の維持管理 

⑥ 管理権原者への助言及び報告 
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⑦ その他防火・防災上必要な業務 

５ 消防機関への報告及び連絡 

  防火管理者は、次の業務について消防機関へ報告、届出及び連絡を行うものとする。 

  (1) 消防計画の作成・変更、防火管理者の選任・解任 

(2) 建築物、構築物、諸設備の設置又は変更並びに法令に基づく諸手続 

(3) 消防用設備等の点検結果の報告 

(4) 消防訓練の事前通報及び指導要請 

  (5) 防火管理台帳の作成、整備及び保管 

  (6) その他防火・防災管理についての必要な事項 

 ６ 休日・夜間等の対応 

   休日・夜間等の職員が不在の場合には、「別紙１ 緊急連絡網」により連絡をとり、対応す

るものとする。 

また、岡山市域に震度５弱以上又は岡山県域に震度５強以上若しくは南海トラフ巨大地震

が発生した場合には、原則として、災害対策本部を設置するので、職員は交通状況、交通手

段等を勘案のうえ、看護会館に自主参集するものとする。 

   なお、通信障害が発生している場合の職員の安否確認については、災害伝言ダイヤル（171）

を活用するので、平素から使用方法を確認しておくこと。 

   

～略～ 

 

第４ 震災対策 

 １ 震災予防措置 

   防火管理者及び火元責任者は、地震時の災害を予防するため、第２に定める各設備器具の

点検の際には、次の事項を行う。 

  (1) 附属設備（看板、窓枠、照明、スクリーン、カーテン、外壁等）、陳列物、絵画、書架等

の倒壊、転倒、落下の有無 

  (2) 火気使用設備器具、危険器具の転倒、落下防止措置 

 ２ 地域防災計画等との調整 

   防火管理者は、岡山県及び岡山市が作成・公表する地域防災計画、震災の被害予測並びに

防災マップ等を定期的に確認し、消防計画との整合性に努める。 

３ 震災に備えての準備品 

  (1) 救急医薬品 

  (2) 懐中電灯 

  (3) 携帯ラジオ 

  (4) 飲料水及び非常食（3日分程度） 

  (5) その他必要と認めるもの 

４ 地震後の安全措置 

   各火元責任者は、地震後、建物、エレベーター、火気使用設備等の点検、検査を行い、防

火管理者に報告し、その安全を確認後、使用開始すること。 

５ 地震時の活動 

   地震時の活動は、第３によるほか、次の措置を行う。 

  (1) 火災が発生した場合は、全力を挙げて消火にあたる。 

  (2) 避難誘導場所は、原則として駐車場とする。 

  (3) 防火管理者は、被害状況等を建物内全員に知らせるとともに、必要な措置を指示するこ



 

17 

 

と。また、関係防災機関（消防署、市役所等）から積極的に情報収集すること。 

(4) 管理権原者は被害状況等を勘案し、必要に応じて災害対策本部を設置する。 

(5) テレビ、ラジオ、ネット通信等により情報収集に努める。 

 ６ 災害対策本部の設置 

   岡山市域に震度５弱以上又は岡山県域に震度５強以上若しくは南海トラフ巨大地震が発

生した場合は、原則として、本会に災害対策本部を設置するものとする。 

  (1) 災害対策本部は、管理権原者を本部長とし、自衛消防組織に準じた体制をとる。 

  (2) 災害対策本部は、看護会館 1階会長室及び事務室に設置する。 

 

 


